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（i) 

要旨 

本事業は、エネルギー由来の carbon dioxide(CO2)排出やプラスチック廃棄物など環

境への影響を最小限にとどめつつ、農業生産を安定化かつ向上させる新しい農業、社

会システムの普及を目指すものである。すなわち産官学の共同作業によって、生分解

性かつ石油資源代替のプラスチックを改良し、その分解を酵素剤などで制御する方法

を作り上げ、さらにその妥当性を農業の現場で実証し、ライフサイクルおよび経済性

の評価も加えて、廃棄処理が要らない農業用フィルムをより多くの作物や地域に拡大

していく指針を作る。 

事業初年度である令和元年度は第 2 四半期から事業遂行の体制を整えた上で、以下

の検討を遂行した； 

i. マルチフィルムの応用拡大を可能とする新規素材を獲得する目的で、本年度は農

業用フィルムに必要な物性において既存の生分解性プラスチックをしのぐ性質

の新規素材候補を複数得ることを試みた。その結果、新規に開発検討した複数の

新規素材候補から 3 種類の素材に絞り込むことができた。これらを少量試作し、

素材の評価試験に供した。この評価の結果から一つの新規素材候補を選択し、本

候補を用いて農業用フィルムに適した配合を考案し、この配合でフィルムを試作

してフィルムの評価試験に供した。これをもって本年度の予定は達成された。 

ii. フィルムの製造コストを抑える素材や加工法を獲得する目的で、本年度は生産設

備の改良による素材の生産性の効率化を試みた。課題は、求める性能を発揮する

素材を効率良く生産しようとするとペレット化が難しいことであった。試作設備

の改良を検討し、設計を終えた。同時に、ペレット化に関わる素材製造段階の諸

条件を詳細に検討することによって、生産条件の改変を計画した。この新たな生

産条件に沿って、商用生産設備にて新規素材の試験生産を試み、所定の性能を持

つ素材が生産できることを確認した。これをもって本年度の予定は達成された。 

iii. 素材の選択や酵素剤処理による生分解の制御を適切にモニターする目的で、本年

度は、土壌中に埋設した素材の分解に伴う CO2 の発生量を、再現性良く高速に評

価するため、測定方法の半自動化を試みた。その結果、高感度かつ自動測定が可

能な計測装置と、試料から放出される気体を精度高く採取できる機構を組み合わ

せ、測定に係る諸条件を検討することにより、半自動化測定システムの基盤が整

った。また、土壌中での生分解性素材の分解の動態を把握するため、炭素安定同

位体を用いた分析評価方法の準備を行った。さらに、試作した素材およびフィル

ムについて、酵素剤によって分解することを確認する試験方法を開発し、新規素
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材やこれを用いたフィルムの酵素による分解の程度を評価した。複数の試験圃場

にて新規素材を用いた試作フィルムを実際の屋外環境下に曝した上で酵素剤処

理も行い、新規素材がマルチフィルムに適した性質を持っていること、酵素剤処

理が有効な可能性があることを明らかにした。これらをもって本年度の予定は達

成された。 

iv. 酵素剤の低コスト化のため効率的な生産にめどを立てる目的で、本年度は酵素を

生産する微生物の改良に向けた準備を行った。その結果、酵素の生産に関わる遺

伝子を選び出すため、酵素生産条件下で発現量が変わる遺伝子のデータベースを

整えた。さらに、これらの遺伝子配列情報を基に種々の準備を経てデータベース

から選び出された候補遺伝子について、染色体上の部位特異的な遺伝子破壊方法

と簡便な酵素生産性の検出方法を使った遺伝子の検証を開始した。これらをもっ

て本年度の予定は達成された。 

v. 新規な生分解性素材を用いたフィルムと酵素剤の組合せを廃棄処理までを想定

して農地で実証、評価する目的で、本年度は、フィルムの展張とこれを用いた野

菜の栽培および酵素剤処理の予備検討、並びに実態把握と啓発のための農業関係

者への聞き取り調査を開始した。その結果、試験圃場での新規素材を使った試作

フィルムを用いたダイコン栽培における収穫物は、分解しない polyethylene 製

フィルムと同等であり、新規素材をマルチフィルムに用いる場合の特性および酵

素剤処理の予備的な情報が得られた。また、農家および農業関係団体への聞き取

りでは、生分解性マルチフィルムへの期待と要望が受け取れた。これらをもって

本年度の予定は達成された。 

vi. フィルムの製造から最終処分までのライフサイクル評価(life cycle assessment

以下 LCA)と経済性評価を行う目的で、本年度は、今後実施すべき評価の手法を、

その前提を含めてまとめることを試みた。その結果、過去の種々の LCA の結果を

解析して、評価領域とベースラインを検討し、それぞれを決定した。また、関連

する文献、農業経営の情報、農家の実態等の予備調査により、評価結果へ影響を

与える重要因子やその前提の置き方、得るべき 1 次情報、2 次情報の選択、経済

評価項目と評価値算出の方法など、調査の基本方針を決定した。これらをもって

本年度の予定は達成された。
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Summary 

The purpose of this project is to promote a new agricultural system. The new system 

minimizes environmental impacts such as energy-derived CO2 emissions and plastic waste 

while stabilizing and improving agricultural production. We try to improve biodegradable 

plastics as a substitute for petroleum resources and control the degradation of these plastics by 

enzymatic treatment. In order to integrate this new technology into an agricultural system, we 

will use it in real agriculture field, and evaluate LCA and economics. 

 

Since the second quarter of this year, we have set up a project working team and have 

performed the following tasks: 

1. Development of new biodegradable and biomass plastic 

We have developed new aliphatic polyester polymers to improve the performance of 

agricultural mulching films. From several polymers, three polymers, "Polymers A, B, and 

C," with the properties needed to make films, were selected. 

One of the three, "Polymer A", had a good preliminary evaluation. We used this 

"Polymer A" to produce new formulations of film on a trial facility and provided it for 

subsequent tasks. 

 

2. Process improvement for efficient polymer production 

Various attempts are needed to reduce the production cost of mulching film. This task 

sought to improve the final process of polymer production so that new polymers could be 

produced stably. To ensure that new polymers are pelletized stably, part of the trial 

facilities need to be modified. Therefore, we designed the remodeling and drafted the 

remodeling plan. 

In parallel with the remodeling job, we reviewed the polymerization conditions of the 

polymer in detail and found a new recipe. Using this recipe, we confirmed that a new 

polymer would be produced in a commercial plant. 
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3. Development of technology to support the imperilment of polymer and enzyme 

treatment 

We need windows to properly monitor the control of biodegradation by enzyme 

treatment. Four approaches have been tried. This year, we devised a measurement system 

to detect CO2 released when biodegradable polymer mixed in soil decomposes. This 

system can perform measurement work semi-automatically. 

When the polymer decomposes in the soil, the substances released from the polymer 

migrate. We planned to make polymers incorporating stable isotopes of carbon to track this 

migration. 

A procedure was created to confirm that newly made polymers and films were 

decomposed by enzymes. This procedure allowed the selection of good polymer candidates. 

We did not only work in the lab, but also field tests on mulching films made with the 

new polymers. Before testing on real farmland, we checked the properties of the new film 

and the effect of the enzyme treatment. The new polymer performed almost as well as 

existing products. In addition, the effect of the enzyme treatment became clear. 

 

4. Preparation for improvement of the microorganism producing the enzyme 

In order to reduce the cost of enzyme preparations, we are trying to select genes that 

the microorganism has that are strongly involved in enzyme production. This year, a 

database of genes specific to enzyme production was established. From this database, more 

than 100 target gene candidates were selected. 

In next step, we need to prove that the candidate gene is indeed involved in enzyme 

production. We created the proof system and started checking candidate genes. 

 

5. The preparation for the verification test of the new system 

We would like to conduct field trials using the new biodegradable mulching film and 

enzyme treatment including final processing of the film. Vegetables (radish) grew as well 

as controls in a preliminary test of this new system conducted by the agricultural 

experiment organizations. We have learned that enzymatic treatment may also be effective. 
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We also interviewed farmers who currently use biodegradable mulching films. As a 

result, it became clear that the biodegradable material was satisfactory and unsatisfactory. 

This information is important for promoting the application of the new system. 

 

6. Preparation of LCA and economic evaluation from film production to final disposal 

This year, we tried to systematize the evaluation methods to be implemented including 

assumptions. Assessment areas and baselines were determined by analysis of various LCAs 

in the past. 

In addition, the basic policy of the study was determined based on a preliminary 

survey of related literature, information on farm management, and the actual situation of 

farmers. We believe it is particularly important to determine the important factors that 

influence the evaluation results, how to make assumptions about the factors, and the 

primary and secondary information to be obtained. 

We have also decided where to get the numerical values and how to use them to make 

an economic assessment. 
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序章 

1. 本事業の背景と目指すところ 

1-1 本事業の背景と概要 

プラスチックは、4 分の 3 世紀にわたる開発の成果によって様々な用途で社会に貢

献する製品を生み出し、例えば農業用土壌被覆材(以下、マルチフィルム)は農業の生

産性を高め、食料の安定供給を実現している 1)。その一方で、農業を取り巻く状況の変

化に伴い、使用後のプラスチック廃棄物の回収、処分に関わる労働や経済的な負荷が

高まっている。加えて、循環型社会の構築が今後の世界の持続的な発展のために欠か

せないとの考え方が広まるにつれ、使用後に廃棄されるプラスチックについて、より

厳しい管理が求められつつある 2、3)。国家間のプラスチック廃棄物の移動の制限や、プ

ラスチックの生産から使用後の処理までの環境負荷や経済性の客観的な評価を求める

声はその一例である。 

プラスチックとその廃棄物の問題に対して、一般的に普及している PE 製のマルチフ

ィルムを代替すべく生分解性材料の開発、普及が進められている。しかし、現在の生分

解性の素材は価格が高く選択肢も限られ、また分解の制御範囲が狭いので、応用や普

及が進まないという課題がある。またフィルムの原料が石油など化石系の資源であれ

ば、生分解性があっても分解に伴って CO2排出量は増加となる。 

本事業では； 

・ 再 生 可 能 な 植 物 資 源 由 来 の 生 分 解 性 プ ラ ス チ ッ ク で あ る polybutylene 

succinate(PBS、商品名:BioPBS)を基礎素材として、十分な性能を持った上でコス

トを抑えられる新たなプラスチック素材（以下、新規素材）やフィルム用の配合、

成形加工方法の開発、 

・ 任意の時点でフィルムの分解を促進できる酵素剤の利用を始めとしたマルチフィ

ルムの生分解性の制御方法の検討、 

・ 農業生産現場にいち早く応用できるよう、これらのフィルムを実際の使用環境に

近い条件で用いた実証、評価、 

を行って、エネルギー由来の CO2の排出などの環境負荷を抑えつつ、農業生産と事業者

の収入を安定、向上させる新しい社会システムの普及を目指す(第 1 図)。特に、環境

負荷および経済性の面で polyethylene(以下、PE)製フィルムを用いた場合との比較評

価を行い、普及促進の材料とする。本事業で得られる知見、実証する技術、素材は、コ

ンポスト袋のように生分解性がいかされる用途や、プラスチックという素材が適して
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いるが回収、分別、リサイクルが困難な用途に展開できる。 

 

1-2 代替素材普及のマイルストーン 

マルチフィルムは、地温や水分の維持、雑草の繁茂の抑制、病害虫の抑制、土壌や肥

料の流出防止といった機能により、農業生産を増やし、安定させ、また労働力の有効活

用に貢献する資材として需要がある。国内だけでなく、欧州、南北米、アジア、特に中

国で需要の伸びが見込まれており、100 万トン単位の需要増加も予想されている。 

現在、国内のマルチフィルム出荷量はおよそ 40,000 トンといわれており、生分解性

素材を用いたフィルムはそのうちの約 8%の 3,400 トンとされる(農業用生分解性資材

普及会など、私信)。本事業の成果によって代替が進み、2022 年には 4,000 トン、2025

年には 10,000 トン、2030 年には国内の使用量の 30%に当たる 20,000 トンの普及を見

込んでいる。これは、本事業で想定している代替対象の作物だけでなく、新たな素材と

その使いこなし技術によってマルチフィルムそのものの応用範囲が広がる可能性を期

待している。 

また、新規素材とその成形加工方法は、マルチフィルム以外の、例えば回収分別が容

易でない、あるいは回収分別やリサイクルにより環境負荷が高まってしまうと予想さ

れる用途への展開を可能とする。 

 

2. 解決すべき課題 

2-1 目的の性能を実現するための生分解性プラスチックの選択肢が少ないこ

と 

生分解性を持たない汎用プラスチックの代替用途やその他適切な利用場面に生分解

性プラスチックの応用をもくろむ場合の障害になっているのが、現在生産されている

主な生分解性プラスチックの一般性質が、汎用プラスチックのそれと異なっているこ

と、および利用できる素材の種類が少なく選択肢が限られることである。プラスチッ

クは目的や用途に合わせて押出や延伸、射出などの成形加工を経て製品化される。現

在の成形加工技術は PE、polypropylene(以下、PP)など汎用プラスチックを利用するこ

とを基準にして形作られてきた。一方、ここ 20 年余で次々と現れた生分解性プラスチ

ックは汎用プラスチックと異なる成形加工特性を持つため、汎用プラスチックに合わ

せて整備されている既存の設備と条件で加工を行うことは容易ではない。また現在市

販されている生分解性プラスチック素材の組合せだけでは、求める物性を発揮する製

品を得られないことが多い。 
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例えば生分解性マルチフィルムを想定する場合、フィルムの製造や農業の現場での

利用に適した物性と生分解性制御を向上させるために利用可能な素材の種類が限られ

ており、結果として製造や運用に制限がかかり、普及を妨げている。 

 

2-2 既存材とのコスト差があること 

生分解性あるいは植物原料由来のプラスチックに用いられる化学品は、一部を除い

て汎用プラスチックの原料より製造コストが高い。これらプラスチックは製造法が特

殊、また製造規模が小さいといったことから、代替される、あるいは物性が近い汎用プ

ラスチックと比較すると数倍のコストが製造段階でも必要になる。マルチフィルムの

場合、素材で PE に対して 3～5 倍、被覆材の形状に成形し製品になった段階でも同様

のコスト差がある。さらに生分解性の資材を製造販売する場合、利用者の要望に合わ

せて多種類の製品をそろえる必要があり、加えて長期の在庫が難しいため、コストが

押し上げられている。 

このような要因で製品の価格が高くなっていることが、マルチフィルムが生分解す

ることの利点は理解されても、農業従事者が導入をためらう要因となっている。加え

て、生分解性プラスチックを用いた農業生産について、素材の生産から使用後のフィ

ルムの廃棄まで一貫した経済性の評価が行われた事例が少なく情報が十分でないため、

農業従事者が新たな資材を導入しようとしても、経済的な判断を正しく行うことが難

しい。 

 

2-3 生分解の制御が十分でないこと 

生分解性プラスチックは、使用後の処理の省力化や、万が一環境に放置された場合

でも消滅するといった環境対応の素材として期待される。実際には、使用目的によっ

て製品としての機能の維持が必要とされる期間が数週間～数年と幅が広く、使用され

る条件も様々である。対して、現段階では生分解性プラスチックの分解を任意に制御

する技術が不十分なため、例えばマルチフィルムの場合、製造中の種々加工の履歴、地

域、農地の環境、使用する条件などの影響を受け、想定どおりの土壌被覆および生分解

の機能を発揮させられない場合があることが課題となっている。生分解性のマルチフ

ィルム製品に対するクレームで最も多いのが、想定より早くフィルムの分解が進んで

しまい、農作物の生産量が予定より少なくなったり、除草などの対応に労力が必要に

なったりするなど、利用者の期待を裏切ってしまうことだといわれており、これも普

及を妨げる大きな要因となっている。分解が想定より遅い場合は、例えば、栽培の終了

後にフィルムを破砕して土壌中に埋め込むこと(以下、埋設)を行っても、埋設の作業
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が不十分であったり、後の耕起作業や風の力で掘り起こされたりして、フィルムの断

片が風に飛ばされて遠方まで移動する可能性も指摘されている。 

また生分解の制御が十分でないために、素材やフィルムの製造現場での加工履歴や

在庫期間、また販売から農業者が使用するまでの流通と在庫期間にも配慮を求めざる

を得ない。 

 

2-4 素材のライフの最後までを想定した実証が不十分であること 

持続可能な循環型社会の構築を目指し、本事業の開発で得られる新規素材の社会実

装を進めていくためには、農業生産を行う土地(以下、圃場)に近い条件で材料が所定

の性能を発揮し、十分な農業生産が得られ、廃棄物処理を含めた労働生産性が向上す

ることをまず確認するべきである。加えて、素材の生産から農作業の終了、素材の最終

処理に至るまでの環境負荷と経済性の解析に関する情報を集積の上で、総合的な評価

を行い、利用者や社会一般に適切な情報を公表していくことが求められる。 

また、今後の環境保全と産業振興のバランスを考える上で、生分解性かつ植物資源

由来の新規素材を用いた農業生産のライフサイクル全体を対象とした場合、その普及

拡大が環境と社会にどのような影響を及ぼすかについて、例えば枯渇型エネルギーの

使用、エネルギー由来の温室効果ガスの発生といった各種環境負荷の指標に基づいて

明らかにしておく必要がある。 

 

3. 技術的課題の解決の目標、本年度の取組、および事業実施項目の設定 

3-1 目的の性能を実現するための生分解性プラスチックの選択肢が少ないこ

とへの対応 

既存の生分解性プラスチック(例えば PBS)と比較してより広い範囲の作物栽培に応

用でき、かつ酵素剤での最終処理に適した新規素材を得る。 

本年度は、PBS の開発で培った高分子素材の設計、製造に関する知見を活用し、生分

解性とフィルム成形などに適した物性のバランスが優れた新規のプラスチックを新た

に複数開発する。また、他の実施項目の試験に素材試料を提供する。 

この検討を「実施項目 1 新規素材の開発」の一項目とする。 

 

3-2 既存材とのコスト差があることへの対応 

目標とする製品を確実かつ低コストで実生産するプロセスを確立する。安定的な生

産のために新規素材の生産プロセスの改良、フィルムの成形加工プロセスの改良を試
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みる。コストについては素材生産のための原料の低コスト化、加工性を含む物性の改

良、プロセスの改良などで抑えることを目指す。分解性があることによって多品種生

産とその在庫、短い在庫期間などコストが押し上げられていることには、3-3 に示す分

解までの期間の調整で対応する。さらに回収や最終処分まで考慮して、コストの目標

を、環境負荷低減による上昇が社会に受け入れられる範囲、例えば製品仕上がり時に

既存製品の 2 倍程度になるように定め、検討を進める。 

本年度は、新規素材の生産に適したプロセスを検討し、これを基に素材製造プロセ

スおよび素材試作設備の改良を実施する。 

この検討を「実施項目 1 新規素材の開発」の一項目とする。 

 

3-3 生分解の制御が十分でないことへの対応 

素材の分解の抑制と開始を、利用場面に関わらず、任意に制御する技術の実用化に

向けた実証を行う。まず、この開発を進めるための基礎技術として、生分解性素材の土

壌環境中での分解性を、より正確に評価する方法を確立する。すなわち素材を土壌に

埋設後、分解を経て、最終的に CO2 にまで分解される過程を解析する方法を作出する。

その上で、a.新たな素材、b.複数素材の複合、c.分解制御のための添加剤の利用、d.酵

素剤に代表される分解を調整する要素をどのように組み合わせるか戦略を立て、制御

可能な支配因子を見いだす。取得した情報を実施項目 4 の実証試験に反映する。 

本年度は、素材試料を土壌に埋設後の一定時間内に発生する CO2を、自動計測による

赤外線吸収スペクトル測定などで安定かつ効率的に評価する方法の確立を試みる。ま

た、酵素剤による使用後のフィルムの処理を普及させるために、酵素剤をより効率良

く生産できるよう酵素を生産する微生物を改良する準備を開始する。 

この検討において、生分解性素材の分解の様子の評価に関わる部分を「実施項目 2 

新規生分解性プラスチックの分解制御」、また、分解を促進する酵素剤の生産性の向上

に関わる部分を「実施項目 3 生分解性プラスチック分解酵素の生産に関わる基礎的情

報の収集」とする。 

 

3-4 素材のライフの最後までを想定した実証が不十分であることへの対応 

新規素材を用いたフィルムを実際の利用および最終処理に近い条件で実証試験を行

うことにより、生分解性農業用フィルム製品のライフの最後までを想定した評価を行

って、その有効性を示す。加えて、新規素材と酵素剤を組み合わせた技術の普及を目指

して、本事業が終了後速やかに一般生産者の圃場で生産性評価が行えるよう、情報を

蓄積する。そのために、国内の多様な地域で、生分解性のマルチフィルムが効果を発揮



 

6 

すると考えられる栽培手法の普及に力を入れている試験機関を計画的に実証試験に加

え、評価情報の集積と共有を進めていく。これらの情報を基に、この新たな農業生産シ

ステムのリサイクル性、CO2放出削減効果、ライフサイクル評価(life cycle assessment、

以下 LCA) および経済性に関わる評価を行う。 

本年度はフィルムの分解性評価の予備検討を主に行う。すなわち、農地を模した試

験機関の圃場において、新規素材候補を用いて試作したフィルムを、圃場の土壌表面

へ展開(以下、展張)した後に、経時観察および酵素剤処理の試験を行い、その結果を

令和 2 年度の試験計画の基礎情報とする。並行して、令和 2 年度以降の農業者での試

験に備え、生分解性マルチフィルムを使用している農業者にヒアリングを行う。 

また LCA および経済性評価の準備として、過去の種々の LCA の結果、経済性評価の

手法を解析し、評価結果へ影響を与える重要因子やその前提の置き方を明らかにし、

実施すべき評価前提を含む手法をまとめる。 

これらの検討において、試験圃場における評価と農業者への聞き取り調査に関わる

部分を「第 4 章 農地、作物栽培における生分解性マルチフィルム実証試験の準備」、

また、LCA、経済性評価の準備に関わる部分を「第 5 章 ライフサイクル検証・評価」と

する。 

 

4. 実施体制 

本事業実施は代表者を三菱ケミカル株式会社（以下、三菱ケミカル）とし、共同実施

者として(国研)農業・食品産業技術総合研究機構(以下、農研機構)、(大)静岡県立大

学(以下、静岡県立大学)、および神奈川県農業技術センターが、業務分担して行う(第

2 図)。 
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第 1 章 新規素材の開発 

1. 検討の概要 

従来の生分解性プラスチック素材の弱点を克服し、酵素剤との組合せでより広範囲

の作物栽培に適用できる物性と価格を備えた素材が必要である。そのために、農業用

マルチフィルムに成形加工した際の物性の向上、酵素剤による分解、および許容され

るコストを両立する素材を開発する。 

本年度は、PBS の開発で培った高分子素材の設計、製造に関する知見を活用し、生分

解性とフィルム成形などに適した物性のバランスが優れた新規生分解性プラスチック

素材（新規素材）を新たに複数開発する。また新規素材の生産に関わる課題を洗い出し

た上で製造プロセスを検討、設計し、試作設備の改良を行う。これらの素材、設備を利

用して、他の実施項目の試験で用いる種々の素材試料を試作し、提供する。 

 

2. 材料および手法 

検討は大きく分けて二つの項目、すなわち新規生分解性プラスチックの開発および

新規素材の試作設備の改良について行った。 

 

2-1 新規生分解性プラスチックの開発 

現在市場に流通している生分解性の農業用マルチフィルムと、その製造のために用

いられている生分解性プラスチックの素材について調査を行い、フィルムとして求め

られる物性と生分解性について情報を得た。その結果から、新規の素材を開発する要

件を見いだした上で、素材の分子設計を行った。設計の情報を基に、三菱ケミカルに

て、複数の新規素材候補を少量試作した。また、これら新規素材候補を同研究所にてシ

ート状に加工し、実施項目 2(第 2 章)の試験に提供した。 

実施項目 2 の評価によって得られた情報から、今後の検討の目的に適合していると

思われる素材を選抜した。選抜された新規素材候補を用いて、実施項目 2 および 4(第

4 章)で評価を行うフィルムを試作した。フィルムの試作には、フィルムの物性および

耐久性を考慮して新規素材候補を含む複数の素材の配合を設計し、三菱ケミカルおよ

び外注先で設計に従って複数の素材を混練(以下、複合化)して用いた。複合化された

素材は、三菱ケミカルおよび外注先にて、インフレーション式フィルム成形機(以下、

インフレーション成形機)を用いてフィルム状に加工した。 
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2-2 新規素材の試作設備の改良 

農研機構および神奈川県農業技術センターにて実施項目 2 および 4 の試験に用いる

ため、2-1 で設計し実施項目 2 で選抜した新規素材候補の試作を行った。 

ただし、2-1 の少量試作の際、重合反応器の中で反応を終えたポリマーを器外に取り

出す際に、例えば三菱ケミカルの中規模試作設備、あるいは委託先の商業生産設備で

粒状の製品(ペレット)化が困難であることを示唆する現象を見いだしていた。そこで、

新規素材候補が安定して製造できるよう生産設備の改良を計画し、令和 2 年第 1 四半

期の運転開始を目指した。具体的には、まず 3-1 の結果から新規素材候補の物性情報

を収集し、設備改良の内容を決定した。次に、この内容を実現すべく改良対象の機器の

詳細設計を行い、設備改良の手順を進めた。 

これらの作業と並行して、設備の改良だけでなく、製造プロセスの種々条件の調整

でペレット化の問題を克服する手立てを探索した。幾つかのプロセス条件の変更を三

菱ケミカルにて検証した上で、委託先の設備で試作を行い、その効果を確認した。 

 

3. 結果および考察 

3-1 新規生分解性プラスチックの開発 

市場で購入できる生分解性マルチフィルムのほとんどが、脂肪族ポリエステル

(aliphatic polyester)に分類される polylactic acid(以下、PLA)、変性 polybutylene 

terephthalate(以下、PBAT)、PBS および変性 PBS(PBSA)、polycaprolactam(PCL)とい

った高分子化合物すなわちポリマーを素材としている 4、5)。ところが、種々情報収集の

結果、これらの素材を用いて製造されるマルチフィルムは、主に低密度 PE(以下、LDPE)

を用いて製造されている生分解性のない汎用の製品と比較して、素材をインフレーシ

ョン成形機等で加工する際および農地で使用する際、ポリマーとしての成形加工性、

例えば溶融温度帯における流動性と熱分解性、フィルムとしての物性、例えば各種強

度が劣る傾向が見られた。また、序章 2-3 で述べたように、生分解性マルチフィルム

を用いた栽培を行っている農業事業者から発せられる価格以外の最も多い不満点は、

マルチフィルムとしての機能が維持できない、すなわち想定より早い持期に開裂した

り分解したりすることであった(第 1 表)6、7)。想定より早くフィルムが破損すると、収

穫量に影響するだけでなく、労働力がより多く必要となり、また破損したフィルムが

他の作物や近隣の環境に悪影響を及ぼす可能性が生じるとのことであった。 

これらの課題に対して、まず PBS の開発と製造の知見をいかし、加工性に優れ、フ

ィルム状に加工した際に、強い引裂強度と柔軟性を併せ持つ生分解性プラスチック素
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材を設計した。PBS を基本として、化合物の配合比率、他の化合物の添加とその割合を

調整し、分子構造が異なった複数の素材候補ポリマーを設計し、試験装置にて設計に

沿って重合反応を行った(第 3 図)。これらの反応試験で得られた試料のうち、反応が

滞りなく進行した上でポリマーとしての使用に耐えると思われるものについて、簡易

的な物性試験を行った 8)。 

現在、生分解性マルチフィルムの製造において基本的な素材として用いられている

PBAT と比較し、同等およびフィルム用途として用いた場合に優れた性質をもたらすと

思われる分子構造を三つに絞り込み、それぞれ新規素材 A、B、および C とした。 

次に、これら 3 種の新規素材について、農研機構が有する酵素剤によって分解する

ことを確認した。本検討は実施項目 2 で行うため、試験に適した形状の試料を調製し

供試した。 

実施項目 2 3-3 の結果から、フィルムに加工した場合に十分な性能が得られると予

想され、かつ酵素剤で分解が見られる新規素材 A を、本年度および令和 2 年度のフィ

ルム試作に用いる素材として選定した。 

新規素材 A が生分解性マルチフィルムの素材として使用可能かどうかを確認するた

め、また、新規素材以外の、圃場におけるマルチフィルムの生分解の速度を制御する要

素を確認するために、新規素材 A を含む複数の生分解性プラスチックおよび添加剤を

配合した複合化素材を混練試験装置で作り、三菱ケミカルのインフレーション成形試

験機にて幅 60cm のフィルムを試作した(第 4 図)。 

複合化素材の内容は以下； 

 配合 a：市販の生分解性マルチフィルムと同じ配合 

 配合 b：市販の生分解性マルチフィルムより分解しやすいと想定する配合 

 配合 c：配合 a に分解制御添加剤 X を加えた配合 

 配合 d：配合 a に分解制御添加剤 Y を加えた配合 

 配合 e：新規素材 A を含む配合 

これらの試作フィルムを、実施項目 2 の農研機構における室内実験による酵素剤に

よる分解試験に、また実施項目 2、4 の農研機構と神奈川県農業技術センターの試験圃

場における展張、小規模の栽培、酵素剤処理、および使用後のフィルムの農地土壌への

埋設試験に供した。 

さらに、実施項目 4 の試験圃場での実証試験を目的として、令和 2 年 2 月以降に展

張試験を行う場所と、作付けする作物の品目を設定した上で、実施項目 2、4 の結果か

ら配合 e を軸とした配合を設計した。この配合に沿って外注先にて複合化素材を生産

し、商用のインフレーション成形機でフィルムを生産した。  
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3-2 新規素材の試作設備改良 

3-1 で開発、選定した新規な生分解性プラスチック素材等の製造を可能とするため、

またコストを最適化するため、既に第 3 図の設備にて商業規模で生産を行っている PBS、

PBSA の製造のための、 

i.原料の選択と製造プロセスへの仕込み方法、 

ii.副反応の制御、 

iii.分子量調整のための重合反応の制御、 

iv.結晶化の制御方法、 

などを見直した。変更を検討する必要がある項目について試験装置および試作設備に

て検証を行った結果、一つの課題、すなわち新規素材はペレット化が困難で安定した

製品生産が見込めないことが明らかになった。引裂強度の改良のためにフィルムに柔

軟性の付与を図ろうと素材の分子を設計した場合の多くで、素材が高温下で溶融状態

から糸状に反応器から繰り出され、徐々に冷却されて固体となる過程で、融点温度が

低く、結晶化速度が遅くなる傾向があり、製品をペレット状に仕上げる際の深刻な障

害となっている。 

まずこの課題を設備、装置の変更で克服するために、試作設備の改造計画を立案し

た(第 5 図)。この計画に沿って、新規素材候補が製造可能な設備の設計、および設備

改造に伴う諸手続を詳細に検討した。その結果、新たに機械装置を製造しなければな

らないこと、2020 年に国内で行われる予定の最大級の総合スポーツ大会であるオリン

ピックの影響で設備工事が予定どおり進まない可能性が高いことが明らかになった。

これらの問題に対して、種々の作業を前倒しで行い、機械メーカーの見積りを取得し、

また、三菱ケミカル社内の特別措置により機械の納期の短縮を図る計画とした。 

一方、設備改造の完成および運用開始が当初予定の令和 2 年第 1 四半期から大きく

遅れることが明らかになった時点で、事業の進行に遅延が生じないよう、新規素材の

ような軟質の素材を安定してペレット化する他の方策の検討を開始した。試験装置を

用いた重合特性の検討を進め、特に新たな添加剤の探索などを行った結果、素材の融

点と結晶化速度を制御する方法にめどを立てることができた。この新規素材の製造方

法を試作設備で検証の上、PBS 製造の外注先である PTT MCC Biochem Co., Ltd.(以下、

PTTMCC)の商業生産設備に適用し、新規素材 A を生産できる可能性を確認した。 

このほか、素材の生産コストの低減と製品の品質安定化のために、例えばポリエス

テルの重縮合の過程で生じる副反応の制限や、素材ポリマー分子の末端官能基数の制

御を試みた。これら条件検討の情報を総合して、新規素材を製造する標準条件を作る

ことができた。  
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第 2 章 新規生分解性プラスチックの分解制御 

1. 検討の概要 

目的に合わせて分解の抑制と促進を任意に調整することは、生分解性の素材を社会

で役立たせる上で欠くべからざる技術である。生分解性を持ったプラスチックであれ

ばすなわち、プラスチックとして使用している間はプラスチックの性能を享受し、分

解が求められる場面で速やかに高分子状態から無害な低分子物質に変換することが理

想となる。本事業では、実施項目 1 で分解の制御に有利な性質を持つ素材の獲得を目

指し、実施項目 3 で素材を任意のタイミングで崩壊させる酵素剤の安定製造を狙って

いる。実施項目 2 では、これらの試みが正しく行われているかを確認し、かつ検討の

速度を高めていくための基礎技術として、土壌環境、圃場環境、酵素剤処理における生

分解性素材の分解性をより正確かつ簡便に評価する方法の確立を目指す。 

本年度は、土壌中での素材の分解性を把握するために、新たな評価方法の構築を開

始する。また、令和 2 年度の本格的な圃場での評価試験の準備のために、新しい配合

の複合化素材で作った試作フィルムを圃場で簡易的に評価する。また農研機構が準備

する酵素剤 9)、すなわち既存の生分解性素材を速やかに分解できる酵素が、実施項目 1

で得た新規素材候補および試作フィルムを分解可能かについて検証する。さらに、こ

れらの試験で見られた現象を、効率的に解析するための手段を探索する。 

 

2. 材料および手法 

検討は大きく分けて三つの項目、すなわち土壌中での生分解性評価、圃場での分解

評価、実験室規模での酵素剤処理の効果の評価について行った。 

 

2-1 土壌中での生分解性評価 

2-1-1 分解で生じる CO2量評価システムの構築 

新規素材を含む生分解性素材の分解性を、より圃場環境に近い条件で正確かつ安定

して評価する方法の確立を目指す。そのために、生分解性の各種の認定基準で用いら

れている高温、多湿のコンポスト製造条件、すなわち ISO14855-2 での評価ではなく、

ISO17556 に示される常温かつ好気的条件での評価が求められる(第 6 図)。しかし、

ISO17556 で規定される方法で、多くの試料を正確かつ安定して連続的に測定を行う計

測システムは存在しない 10)。 

そこで、土壌中で生分解性素材が分解する過程を追跡できる小規模の試験容器、環

境制御装置、および市販の検出機材を組み合わせた、自動化測定システムの構築を試
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みた。まず多検体の計測を確実に行うことができる半自動計測システムの構成を設計、

組立てを行った。これを用いて常温下で土壌中における生分解性素材の反応を測定し、

課題を洗い出しつつ改良を加えるとともに、測定評価に必要な基礎的な情報を入手し

た。さらにこの半自動計測システムを基に全自動化の検討を行った。 

 

2-1-2 土壌中でのプラスチックの分解過程の追跡 

現在の生分解性素材の生分解は、主に素材が微生物によって分解される結果で生じ

る CO2の発生量を定量することで評価されている。この評価方法では、例えばプラスチ

ックのような高分子素材の場合、素材を構成する物質がどのような分解過程を経て最

終的に CO2や水といった物質に変換されていくかは追跡できない。 

そこで、炭素の安定同位体 13C で標識した同位元素標識化合物(以下、安定同位体)を

用いる試験を計画した。生分解性素材の原料となる複数の化合物に安定同位体で標識

したものを準備し、この化合物を用いて重合を行って得た 13C 標識ポリマーを土壌へ埋

設すると、土壌微生物による無機化(mineralization)によって形成された CO2が放出さ

れる。この CO2は、大気中の CO2に比べて 13C/12C が大きいことで検出され、ポリマーに

含まれる化合物中の標識された炭素が無機化されたことが証明できる。 

この試験を行うために、まず三菱ケミカルの試験装置にてポリマーを試作する準備、

および農研機構の標識化元素測定技術によって、分解に伴うポリマーからの各化合物

由来の CO2の発生を安定同位体で追跡する準備を行った 11)。 

 

2-2 圃場での分解評価 

本事業では、令和 2 年度以降に、新規素材を用いた生分解性マルチフィルムを展張

した圃場で、複数の品目の野菜を栽培する実証試験を予定している。この試験では、野

菜の品目ごとに異なる幅(1m 前後)の畝の表面に、長さ数 m から数 10m 程度にフィルム

を展張して、数か月間にわたり野菜を栽培し、フィルムの耐久性を調査する。また、野

菜収穫後、フィルムへ酵素剤を処理した後、圃場に埋設して、土壌中での分解性を調査

する。新たに開発した素材はこれらの試験の実績がないので、実証試験を滞りなく進

めるために、前もってフィルムの展張作業の特徴や酵素剤処理の効果を把握しておく

予備検討が必要である。そこで、令和元年度は、農研機構の試験圃場にて予備検討を行

った。具体的には、実施項目 1 3-1 で試作した 5 種類の試作フィルム(配合 a～e)、お

よび対照として 2 種類の市販生分解性マルチフィルム(市販品ア、イ)を展張し、約 40

日間観察した(第 7 図)。その後、酵素剤を酵素剤処理区に散布し観察の後、フィルム

を土壌中に埋設した。これら一連の試験の間に、フィルムの物性や構造を解析するた
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めの試料を得た。なお本試験では、フィルム表面に一様に光線や風雨の影響や酵素剤

処理の影響を受けるようにして、フィルムの状態変化を詳細に観察するため、および

試験期間中に分析用の試料を得るために、作物の植付けと栽培は行わなかった。 

本圃場試験は以下のような日程で行った； 

令和元年 9 月 18 日  圃場準備(耕起によって栽培前の状態にする) 

同 19 日   各試験区にフィルムを展張 

10 月 30 日    酵素剤の処理 

11 月 1 日   一部の試験区でフィルム試料を回収 

     フィルムを埋設 

令和 2 年 1 月 27 日  土壌を取り除きフィルムの状態を観察、試料を回収 

 

酵素剤は、農研機構が有する Pseudozyma antarctica(以下、P. antarctica)の選抜

株を用いて生産したエステル結合加水分解酵素(以下、PaE)の水溶液(以下、酵素剤)を

用い、フィルム表面に一定量散布した 9、12、13)。 

回収したフィルム試料の評価は、市販の生分解性マルチと同じ素材配合の配合 a の

フィルムと比較し、「農業資材としての強度維持」と「酵素剤処理による分解促進」と

いう二つの視点で行った。分解の指標は酵素剤処理前後の形態を目視、および強度の

変化の測定により確認した。フィルムの評価には、実施項目 4 3-1 にて得られた試料

も用いた。 

なお、PaE を含む P. antarctica 培養ろ液(酵素液)に市販の生分解性マルチフィル

ムを浸漬すると、フィルムが分解することは確認済みである(第 8 図)。 
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2-3 酵素剤処理の効果の評価 

農研機構が有する PaE は、脂肪族ポリエステルを自然条件での分解より遥かに速い

速度で分解する酵素として知られている 9、12、14)。本事業では、新規素材を用いたマル

チフィルムを使用後に確実に分解するために、酵素剤の活用を前提にしている。本酵

素剤の処理の効果は、以下の三つの方法で評価を試みた； 

 

2-3-1 新規素材シートの酵素剤処理による分解性評価 

実施項目 1 2-1 で試作した新規素材候補である新規素材 A、B、および C それぞれを、

熱融解し圧力を加えることによってシート状に成形した試料を供試した。これらの試

料に対して、酵素剤処理前後の重量変化により、素材の分解性を確認した。 

 

2-3-2 複合化素材フィルムの酵素剤処理による分解性評価 

実施項目 1 2-1 で配合を設計した複合化素材を用い、インフレーション成形機によ

って試作したフィルムを試料に用いた。これらフィルムに対し、実験室で酵素剤処理

を行い、フィルムの分解性を、酵素剤処理前後の重量および強度の変化により確認し

た 14、15、16)。 

 

2-3-3 各種機器分析による圃場に展張した試作フィルムの変化の検出 

生分解性の高分子が様々な要因で分解していく機構は多くの文献で述べられている

が、新規素材とそれを用いた試作品が、自然環境下で展張後の太陽光や降雨等による

物理化学的な影響に伴う物性の変化、および酵素剤処理に伴ってどのような過程を経

て分解に至るかは現時点では正確には知り得ない 17)。分解に伴って微細レベル、分子

レベルで起こっている現象を様々な角度で分析し把握することは、今後、求める物性

を持つ製品を得るために更なる新規の高分子素材やそれを用いた新規の複合化素材の

配合を設計していくために、貴重な基盤情報となる。また、分析を進めた結果を更に解

析し、特定の分析方法の結果と試料の物性の変化を関連付けることができれば、生分

解性の素材や製品、栽培方法を新たに作り出していく過程で、素早く分解性を判断し

て開発の時間を短縮し労力を減らすことが可能となる。そこで 2-2 で得られた圃場展

張後のフィルムの試料を用い、農研機構および三菱ケミカルにて以下の装置を用いた

多角的な分析を行って、現象の把握と分析方法の評価を試みた。解析に用いた分析機

器は、 

走査型電子顕微鏡(以下、SEM)、 

透過電子顕微鏡(以下、TEM)、 
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レーザ走査型顕微鏡(以下、LSM)、 

走査型プローブ顕微鏡(以下、SPM)、 

フーリエ変換赤外分光度計(以下、FT-IR)、 

ゲル浸透クロマトグラフィー(以下、GPC、低分子側 GPC) 、 

示差走査熱量測定(以下、DSC) 

である。 

 

3. 結果および考察 

3-1 土壌中での生分解性評価 

3-1-1 分解で生じる CO2量評価システムの構築 

生分解性素材の土壌中での分解を評価するためには、基本的に素材が土壌の微生物

によって分解される際に生じる CO2の発生量を検出する。しかし、評価は数週間から数

か月単位の長期にわたる場合があり、また僅かな気体の組成変化の測定を安定して行

うことは容易でない。一方、密閉した容器の中では、土壌に埋設した生分解性素材の分

解に伴って発生する CO2濃度が上昇し、その中の上昇量を測定することで分解速度を評

価できる。この密閉法を応用して、CO2濃度上昇の検出を高精度でかつ効率良く行うシ

ステムを構築できると考えた。そこで、高感度で連続的な測定が可能な赤外線吸収ス

ペクトル検出器(CO2ガスアナライザー EGM-5、PP Systems)で、気密状態で保てるチャ

ンバー(以下、チャンバー)内に設置した土壌と生分解性素材を入れた容器の CO2 を測

定する装置を組み上げた(第 9 図)。このチャンバーは、チャンバー上部の空気圧駆動

のアクチュエーターによって遠隔操作で半自動的に開閉することができる。 

測定用試料の調製は以下のように行った。畑土壌は 2 ㎜篩を通して粒径をそろえて

準備した。乾燥重量 60g 相当の土壌の水分を適宜調節し容器に入れ、市販の生分解性

マルチフィルムを 0.3g 埋設して 25 degree C で保持した。この試料から発生する CO2

の量を測定することで、装置の作動を確認した。 

まず、チャンバーの密閉性の向上、チャンバー外の環境中の CO2の濃度の調整、検出

データを処理するソフトウェアの改良などの種々調整を行い、上記試料の測定を繰り

返したところ、時間経過と CO2検出量の相関関係の線形性や傾きから、チャンバー内の

CO2 濃度の上昇率が安定して検出できたと判断した(第 10 図)。また、同じ処理の繰り

返しでは、密閉後の CO2量の上昇の傾きの再現性が良く、異なる処理間の差が確実に検

出できることが分かった。このことから、チャンバー周辺の CO2濃度を外気と同レベル

に維持することを含めた基本的な装置構成は、土壌から発生する CO2を検出するシステ
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ムとして正しいといえる。今後はテストを重ね、検出精度が保証できるフィルム投入

量の標準条件を決定し、新素材の分解性評価に資する。 

計測器とチャンバーの構成と基本的な測定条件を明らかにしたので、次に、測定ご

とに人が介してチャンバーの位置に容器を設置する部分を自動化するため、より多く

の試料を継続的かつ正確に計測できるように装置の改良を検討し、設計と追加デバイ

スの制作を行った。 

令和 2 年度はこの装置改良を終え、効率化された測定方法を確立する。 

 

3-1-2 土壌中でのプラスチックの分解過程の追跡 

生分解性素材を構成する化合物が、素材の分解過程で環境中にどのように移行して

いくかを調べることが、分解機構を理解するためだけでなく、分解物の環境への影響

を理解する上で今後重要になると予想される。本年度は、炭素の安定同位体を用いた

試験の設計および準備を行った。まずポリマーの成分となる化合物のそれぞれについ

て、1 分子に数個含まれる炭素のうち、どの炭素を 13C で標識するのかについてデザイ

ンした。この標識化合物を用いた試験は、三菱ケミカルにて、ポリマーを構成する化合

物のうち一つを 13C 標識したものを用い、残りの化合物は無標識のものを用いて重合し

たポリマーを作製し、農研機構でこれらの試料を実験室に準備した土壌中に埋設し、

放出される CO2 の
12C と 13C を測定して、13C/12C の算出を行うこととした。農研機構で

は、この試験のために安定同位体を用いた土壌埋設試験用のチャンバーを試作した(第

11 図)。 

測定の原理は、ポリマーが土壌中で微生物によって分解される過程で、13C 標識した

化合物が、標識された CO2(
13C‐CO2、第 12 図でマゼンタ色および下線で表示)にまで無

機化されると同時に、土壌中では、ポリマー中の別の化合物や土壌の有機物が分解さ

れて、非標識 CO2(炭素は 12C、青色で表示)が放出される(第 12 図)。放出される CO2 の

13C/12C 比を検出することで、ポリマー内部の標識された化合物の分解を捉えることが

できる。各化合物を個別に標識したポリマーを使った実験を行い、ポリマーを構成す

る化合物がそれぞれ完全に分解されることを経時的に追跡できれば、例えば、第 12 図

の場合では、化合物△＞○＞□の順で分解速度が高いことが明らかとなる。令和 2 年

度は、安定して測定ができる条件を検討した後、実際に標識をした生分解素材の分解

に伴う CO2を経時的に測定する予定である。 
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3-2 圃場での分解評価 

農研機構の試験圃場にて各種試作フィルムの展張作業を行ったところ、フィルムの

間で作業性に違いは認められなかった。また、展張期間中において目視による差も見

られなかった(第 13 図)。 

酵素剤処理後、各処理区のフィルムの一部の区画を試料として回収し、残りの区画

は土壌に埋設した。埋設後、一定期間後に観察、試料の回収を行いつつ分解の進行の様

子を目視等で確認した(第 2 表、第 14 図)。 

展張後に回収した試料を用いてフィルム強度の変化を確認したところ、i.市販の生

分解性マルチフィルムと同じ配合である配合 a のフィルムと a に分解制御添加剤 X 又

は Y を加えた配合 c、および配合 d のフィルム、また、新規素材 A を含む配合 e のフィ

ルムは、ほぼ同等の強度を示した。市販の生分解性マルチフィルムよりも分解しやす

いと想定される配合 b のフィルムは、予想したとおり他のフィルムよりも低い強度を

示した。展張後の試作フィルムの強度は市販品と比べて高く、市販品アは、市販品イや

配合 b に比べても強度が弱く、市販品イは配合 b と同等程度であった。ii.酵素剤処理

により、全てのフィルムで強度が低下した。 

i.の結果は、フィルムを実際の農場に使用した場合に農業資材としての機能維持の

指標となり、試作品は市販品と同等か同等以上の強度を示したことから、試作がおお

むね妥当であったことを示す。また、新規素材 A を含む配合 e は、現在販売されてい

る市販品と同じように栽培現場での実用性があることが期待できるため、配合 e を基

本にして、令和 2 年度の栽培実験へと計画を進めることが妥当である。 

ii.の結果から、酵素剤は、いずれのフィルムにも作用した。一方で、3-3 で述べる

実験室で行った未展張のフィルムに対する酵素剤処理の結果では、配合 a に分解制御

添加剤 Y を加えたフィルムでは、酵素による重量変化率は顕著ではなかった。3-2 で得

た展張後のフィルムに対する圃場での酵素剤処理試験と、3-3 の未展張フィルムに対

する実験室での試験の結果の違いは、フィルムが、圃場に展張することにより太陽光

や風雨に曝されて、物理化学的変化を受けていたことなどが要因となり、展張後は酵

素剤の作用を受けやすくなったことが示唆される。 
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3-3 酵素剤処理の効果の評価 

新規の生分解性マルチフィルムを使用後に速やかに分解する実用的な酵素剤の処理

方法や、新規素材およびこれを用いたフィルムの開発を支援するため、新規素材への

PaE の作用を検証した。 

 

3-3-1 新規素材シートの酵素剤処理による分解性評価 

新規素材 A は酵素剤処理により比較的よく分解し、重量が減少した(第 3 表)。一方、

新規素材 B では A に比べて重量の減少が少なく、新規素材 C は重量変化がほとんど認

められなかった。これらの結果を踏まえ、新規素材 A を、酵素と相性が良いポリマー

として選定した。 

この情報から、実施項目 1 2-1 において、新規素材 A を令和元年度の試作フィルム

の基礎材料に選定した。 

 

3-3-2 複合化素材フィルムの酵素剤処理による分解性評価 

複数の素材を配合した複合化素材のインフレーション成形試作フィルムに対して実

験室で酵素剤処理を行い、その重量変化を測定した(第 4 表)。 

酵素剤処理に伴って分解が促進されたことを示すように、重量変化と強度変化は同

様の傾向が表れた。新規素材 A を含む配合 e は、市販品と同じ配合で試作した a と同

様の挙動を示した。このことから、配合 e のフィルムに十分な実用性があることが期

待できる。 

 

3-3-3 各種機器分析による圃場に展張した試作フィルムの変化の検出 

分析には、配合 a と配合 e の試作フィルムに関して以下の処理を行った試料を供し

た(第 15 図)。 

i. 展張前：新品 

ii. 展張後：太陽光、風雨、温度変化に暴露 

iii. 展張後酵素剤処理後：酵素による分解 

iv. 展張時に埋設：フィルムを固定するために土壌で被覆する部分 

それぞれのフィルム試料表面の様子を分析計測機器で解析した結果は、分析方法に

より検出感度が異なった。 

まず、3-3-1 で得た新規素材シートの酵素剤処理による分解性評価で作出されたシ

ート表面を SPM で観察したところ、表面の小さな凹凸の深さの変化を計測することが

できた(第 16、17 図)。この試料では、LSM による解析では顕著な違いとして示されな
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かったが、3-2 の圃場での分解評価のように、埋設によって更に分解が進んだ結果生じ

る、大きな凹凸の変化であれば計測可能と期待された。 

次に、3-2 の圃場での評価で採取した試作フィルムの試料を観察した。FT-IR では、

展張時に土に埋設した部分が展張後、展張後酵素剤処理によって、変化の程度が段階

的に大きくなり、早期からフィルム表面のポリマーの分子鎖に変化が生じている様子

が示された(第 18 図)。FT-IR はポリマーの分子の状態を比較的簡便に把握でき、特に

分解に関わる要素を追うことが期待される。しかし、精度を上げた状態で、圃場に展張

した試料を測定した場合は、単一の試料で複数の部位を測定した結果、部位の間で差

が見られ、結果の評価に留意しなければならいことが判明した(第 19 図)。SEM を使っ

たフィルム表面の観察では、展張前後で大きな変化は検出できなかったが(第 20 図上

段)、断面の観察により、フィルムが薄くなっていた（第 20 図下段）。試料の切片を作

製し、TEM を用いて観察することで、展張によって、試料の表面直下の内側に変化が生

じていることも観察できた(第 21 図)。展張後の酵素剤処理で更に進んだ表面構造の変

化の様子は、SPM を使った観察でも判別できた(第 22 図)。処理の後に表面に付着した

粒状の物質やフィルム内部から露出した粒子と思われる像も含まれるが、処理を進め

るに従って、低い突起状の構造が増えることが見て取れた。これは、展張や酵素処理に

よってポリマーの分子が表面に向かって盛り上がった、あるいは突起状の部分以外で

分解等によって体積が減少して陥没したかのいずれかであると考えられる。この表面

の凹凸の状態を LSM にて面粗さ、線粗さとして測定した結果、酵素剤処理をしない展

張前と展張後のフィルムの表面と裏面で顕著な差は見られなかった(第 23 図)。展張後

に酵素剤処理を行った表面は、同裏面および酵素剤処理無しの表面に比べて面粗さお

よび線粗さ共に 2～3 倍程度大きい数値となった。酵素剤が直接接触した面に、そうで

ない面と比較して凹凸が多くできていたことが示された。なお、裏面は、展張前の試料

と同程度の粗さであった。 

展張や酵素剤処理とともに、埋設もフィルムの表面に変化を与えた。SPM および LSM

で、展張処理と埋設処理で表面の変化が起きていることが検出された(第 24、25 図)。

特に LSM では、その変化が、フィルムの配合によって異なっている現象が見られた。

より詳細に LSM で表面の粗さを測定したところ、展張後の酵素剤処理の有無、配合 a

および b の違いに関わらず、埋設を実施した試料は、展張後に即埋設した試料と比べ

て、フィルム面が荒れていることが確認された(第 26 図)。また、配合 a は酵素剤の処

理の有無で顕著な差は見られなかったが、配合 e は酵素剤処理で表面の粗さが大きく

なった。SEM および TEM では、フィルム表面のひび割れや、表面近くの断面に構造の変

化が観察された(第 27、28 図)。SEM による表面観察では主にひび割れとフィルムから
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粒子が抜けた跡と思われる窪みが観察された。配合 a のフィルムの表面では、40 日間

の展張では変化がないが、その後 90 日間の埋設によって、ひび割れが生じた。また、

展張時に埋設した部分の表面も、埋設後 130 日でひび割れが観察された。裏面にはい

ずれの処理でも変化が見られなかった。配合 e のフィルムは表面、裏面共にいずれの

処理でも変化が見られなかった。配合 c のフィルムの表面は、40 日間の展張とその後

の 90 日間埋設した試料では変化が観察されなかった。一方、展張時に埋設した部分の

表面には、埋設後 130 日でひび割れが生じていた。配合 d のフィルムの表面は、40 日

間展張し 90 日間埋設した試料でひび割れが見られた。展張時から埋設した部分の表面

には、埋設 130 日後でも顕著な変化がなかった。TEM によって各試料の断面を解析した

ところ、まず展張前は、ポリマーの分子が結晶構造(crystal structure)と非晶構造

(amorphous structure)が層を成しているラメラ構造(lamellar microstructure)が観

察された。また写真で白く写る成分と黒く写る成分の 2 種類のポリマー群が存在する

ように見えた。これは全ての試料の内部で観察された。配合 a は、展張前はラメラ構

造が明確に観察され、展張 40 日後には、最表面にラメラ構造が見られない領域が 2um

まで生じた。拡大像では、フィルムを黒色にするために添加したカーボンブラックと

思われる粒子のほか、ラメラ構造の濃淡が観察された。展張時に埋設した 130 日後、

および展張約 40 日後に 90 日間埋設したフィルムでも、同様に最表層にはラメラ晶構

造が見えない構造と、その下部にラメラ晶構造が観察された。配合 c、d、および e は、

展張時に埋設した 130 日後の断面にラメラ構造が観察されて、ラメラ構造が見えない

領域は観察されなかった。展張 40 日後および展張 40 日後に 90 日間埋設した区では、

最表面にラメラ晶構造が見えない構造が観察された。これらの観察結果から、いずれ

のフィルムでも、展張により最表面では加水分解が進んだと見られる。また配合 a は

展張時に埋設、あるいは展張後に埋設した場合に加水分解が生じているが、添加剤 X や

Y を加えることによって、展張時に埋設した場合の加水分解が抑制されたと推測され

る。一方、配合 e では、添加剤を加えることなく展張時に埋設した場合で加水分解が

抑制されたと考えられる。 

また、GPC を用いることでポリマー全体の分子量とその変化を捉えることができる。

今回用いた試料では、僅かであるが展張前に比べて展張後は分子量が低下した(第 29

図)。低分子側 GPCによる解析では、低分子のオリゴマーが展張によって減少しており、

降雨等の影響と考えられる。また、酵素剤処理によって低分子物質が増加することが

示された。 

DSC では、試料の、ポリマーとしての熱的特性とその変化を評価することができる

が、今回用いた試料では、熱的特性に大きな違いは見られなかった。 
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以上 3-2 および 3-3 で行った分析の結果共に、市販の生分解性マルチフィルムと同

じ配合である配合 a と、新規素材を配合している配合 e の試作フィルムの挙動が同等

であると結論した。今回用いた分析方法からはそれぞれの結果が得られ、素材が受け

た刺激に影響された現象が表されていることを示唆している。しかし、特定の分析方

法の結果と試料の物性の変化を関連付けるには至っていない。試料の設定や分析方法

の調整を継続し、圃場試験の結果などを含め、総合的な情報の蓄積とその解析を検討

していく必要がある。 
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第 3 章 生分解性プラスチック分解酵素の生産に関わる基礎的情報の収集 

1. 検討の概要 

酵素剤を処理することによって、使用後のフィルムなど資材の分解を促進させる技

術を普及させていくためには、まず酵素剤を安価かつ大量に供給することが求められ

る。そのための一つのアプローチとして、酵素をより効率良く生産できるように、微生

物を改良する必要がある。 

微生物による酵素の生産能力を高めるために、本事業の実施期間中に酵素の生産性

を大きく変え得る遺伝子を見付け出し、これを改変する。そこで、令和元年度は、酵素

生産微生物である P. antarcticaの染色体上にコードされている遺伝子情報の中から、

該当遺伝子を見付けるための作業を開始する。酵素生産菌は、glucose(グルコース、ブ

ドウ糖、C6H12O6)を加えると酵素の生産が抑制されて、xylose(キシロース、C5H10O5)を加

えると酵素を多く生産することが知られている 16)。そこで、xylose を加えた培地での

み発現している遺伝子群を候補として、これらの遺伝子を個々に破壊した菌株セット

の作製を開始する。このセットの完成は令和 2 年を予定しており、期間中に菌株の作

成を継続的に進めつつ、並行して、得られる菌株を用いて xylose 培地上で酵素を作ら

なくなるという表現型を示す遺伝子の探索を順次行い、該当遺伝子として見付け出す。 

 

2. 材料および手法 

2-1 使用した微生物株 

生分解性プラスチックを用いて作られたマルチフィルムを分解する酵素の存在につ

いては早くから知られており、その生産菌の分離が国内外の土壌で試みられてきたが、

難航していた。農研機構(実施当時は独立行政法人農業環境技術研究所、以下農環研)

では、マルチフィルムに用いる素材の化学構造が、植物の表面を覆うクチクラ

(cuticula)層中のクチン(cutin)と同じく常温で固体のポリエステル構造を持つ脂肪

族系のポリマーであることに着目して、作物等の植物の表面に常在する真菌類の多く

が PBS、PBSA を用いたフィルムの分解能力を示すことを発見した。特に、国内の様々

な地域で栽培されていたイネから分離した P. antarctica が、当時市販されていた生

分解性マルチフィルムを強力に分解することを見いだした。さらに、P. antarctica が

分泌生産する新規の生分解性プラスチック分解酵素(PaE と命名)を同定し、精製 PaE

が、生分解性マルチフィルムに使われる PBS、PBSA、PLA などに対し広く分解活性を示

すことを明らかにした 18)。PaE は、PBS や PBSA などのポリマー鎖をランダムに切断し、

分子量を低下させ、これらポリマーの原料、すなわちモノマーである succinic acid(コ
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ハク酸、C4H6O4)や adipic acid(アジピン酸、C6H10O4)が生じるまで分解する性質を持つ

ため、フィルムが崩壊することを示した 14)。 

PaE の大量生産にも取り組んできた。P. antarcica に、様々な種類の炭素源を与え

て培養したところ、xylose を与えると、PaE の生産量が飛躍的に増える現象を見いだ

した。ジャー培養装置を用いて、xylose および他の栄養源を少しずつ添加すると、酵

素発見時に比べて生産される酵素の濃度を約 100 倍高めることができた 16)。この培養

液をポリアクリルアミド電気泳動(SDS-PAGE)で分離したところ、22kDa の PaE のほか

に、33kDa のタンパク質が多量に検出され、ヘミセルロース分解酵素であるキシラナー

ゼ(xylanase)と同定した。そこで、このタンパク質の遺伝子のプロモーター部位を利

用した P. antarcica の遺伝子組み換えにより、さらに PaE の生産量を増加させる方法

も開発している 19、20)。 

なお、圃場に展張した生分解性マルチフィルム、および PBS や PBSA 製のフィルムに

対して、P. antarcica から得た酵素の溶液を散布することにより、フィルムに亀裂を

生じさせるなどの劣化効果を確認するとともに、劣化程度を評価するための実験系も

構築している 21)。また、実験室内における小規模な実験ではあるが、市販の生分解性

マルチフィルムに PaE を塗布した後に土壌に埋設した場合、PaE を処理しなかった場

合に比べてフィルムの分解が早くなることも確認している 15)。 

本実施項目で用いる酵素生産微生物株は、上記のように農環研がイネから分離同定

した菌株を用いた 18)。P. antarctica の URA3 遺伝子を破壊すると、uracil(ウラシル、

C4H4N2O2)を含む培地上でないと増殖できないという栄養要求性を示す。また、URA3 遺

伝子を破壊した株に、細胞外から URA3 遺伝子断片を導入すると、染色体にその断片を

取り込んだ細胞は、uracil を含まない培地上でも生育できるようになる 22)。そこで、

後で述べる遺伝子破壊株セット作成に使用する宿主株は、P. antarctica の URA3 遺伝

子破壊株を用いた。 

 

2-2 候補遺伝子群の抽出 

初めに、酵素生産菌の全ゲノム DNA 配列の解読を行い、遺伝子と思われる配列群の

整理を行った。また、フラスコ内で、炭素源に glucose を用いた培地と xylose を用い

た培地で酵素生産菌を培養して、その細胞から RNA を抽出した。RNA の塩基配列を解読

し、全ゲノム DNA 配列リストと照合しつつ、培養条件間の遺伝子発現を比較すること

によって、候補遺伝子のリストを作製した。 

この際、酵素生産微生物の遺伝子配列と遺伝子発現のデータは、本課題において、品

質を向上させるために最新の配列解析手法を用いて取得した。また、一部過去に取得
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したデータも用いた。すなわち、酵素生産菌染色体の全 DNA 配列や遺伝子発現のデー

タは、農林水産業・食品産業科学技術研究推進事業課題 25017A(平成 25～27 年度)にお

いて、担当者である国立研究開発法人産業技術総合研究所(実施当時は独立行政法人)

にて解読した結果も併せて用いた。これらの遺伝子配列から候補遺伝子を絞り込む工

程の一部は、令和元年度の農研機構高度解析センターの解析支援制度を利用した。 

 

2-3 遺伝子破壊セットの作出と酵素生産性の確認 

酵素生産菌において、2-2 にてリスト化した候補遺伝子を破壊した株の作出は、ゲノ

ム編集技術を用いて効率良く進めることとした。ゲノム編集は、部位特異的な DNA 切

断酵素によって染色体上の標的部位の DNA 配列が切断される。細胞がこの切断部位を

修復する間に切断部位の削り込みが生じる機構と、外来の DNA 断片を取り込む機構を

利用した(第 30 図)。 

実験方法は、DNA 切断効率が高い Cas9 タンパク質と、標的の DNA 配列に結合する固

有の配列を含むガイド RNA 配列の結合物を作製し、細胞内にその結合物を導入する際

に、P. antarctica の URA3 遺伝子断片も加えて、P. antarctica の URA3 遺伝子を破壊

済みの宿主細胞に導入した。この細胞懸濁液を、uracil を含まない寒天培地上に塗布

すると、染色体上に URA3 遺伝子断片を取り込んだ細胞のみが増殖する。寒天培地に生

育したコロニーを複数個拾い、計画どおり URA3 遺伝子断片が染色体上に挿入されたこ

とと、該当部位が破壊されたことによって遺伝子断片のサイズが変化したコロニーを、

PCR 法で選定した。PCR 法は、DNA 配列上の特定の領域を、耐熱性 DNA ポリメラーゼを

用いた反応で増幅させる方法である。このようにして、リストに挙げた遺伝子の領域

を破壊した株を作出した。 

次に、リスト化した遺伝子の一つが破壊された株において、破壊した遺伝子が PaE 生

産性に関わるのかどうかを判定した。この解析は、PBSA のエマルションと xylose を含

む培地へコロニーを移植して行った。従来の株は PaE を生産してコロニーの周囲の

PBSA エマルションを分解して透明の領域を作るのに対して、PaE 生産に関わる遺伝子

が壊された場合は、酵素生産菌が PaE 生産能力を失うので、透明の領域が作られない

ことが期待される。事前に上記のシステムが稼働することを、P. antarctica の染色体

上に本来存在する PaE 遺伝子を破壊する実験で確かめた 23)。このように、令和 2 年ま

での期間中に、候補遺伝子を順次破壊し、xylose 培地上で酵素を作らなくなる表現型

を示す遺伝子破壊株の探索を進める。  
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3. 結果および考察 

3-1 使用した微生物株 

P. antarctica の URA3 遺伝子を破壊し、uracil を含まない培地上で増殖できない株

を作出した。 

 

3-2 候補遺伝子群の抽出 

P. antarctica 野生株の染色体 DNA 配列を解読し、glucose と xylose 培地で発現し

た RNA 配列群の情報を照合して、遺伝子と想定される約 6,800 個に配列を整理した。

続いて、glucose と xylose 培地で発現レベルが異なる遺伝子の情報を DNA 配列情報と

突き合わせて、100 個以上の候補遺伝子のリストを作製した。 

 

3-3 遺伝子破壊セットの作出と酵素生産性の確認 

2-3 に記載の方法に従って、uracil を含まない平板培地に生育したコロニーへの

URA3 遺伝子の断片の挿入は、URA3 断片の上流から下流までの約 2.1kb の DNA 断片の増

幅で確認した(第 31 図 a)。また、標的遺伝子の欠失の確認は、標的遺伝子の上流と下

流の遺伝子断片を PCR で増幅させた断片長が、宿主株の長さと異なることを指標とし

た(第 31 図 b)。既に 17 個の遺伝子破壊を終えており、xylose と PBSA エマルションを

含む培地上で、PaE 活性を調査している(第 32 図)。この 17 個の遺伝子破壊株から PaE

活性を失った株は取得できていないため、引き続き令和 2 年度にかけて、リスト化し

た遺伝子を破壊し、目的遺伝子を見付ける試みを継続する。 
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第 4 章 農地、作物栽培における生分解性マルチフィルム実証試験の準備 

1. 検討の概要 

新規素材を用いた生分解性のマルチフィルムが有効であることを評価するための実

証試験の準備を行う。生分解性マルチフィルムの利用状況の把握および課題抽出のた

め、神奈川県内の農業者等への聞き取りおよびアンケート調査を実施する。また、予備

的な実証試験として、神奈川県農業技術センターの露地圃場において、実証項目 1 3-

1 で試作した新規素材を配合したフィルムを用いたダイコンの栽培試験および酵素剤

の散布試験を行う。 

 

2. 材料および手法 

検討は二つの項目、すなわち農業者等への聞き取りおよびアンケート調査、および

試作フィルムを供試したダイコン栽培試験を行った。 

 

2-1 農業者等への聞き取りおよびアンケート調査 

神奈川県内の農業者 5 名を対象に、生分解性マルチフィルムの導入理由および課題

について聞き取り調査を実施した。そのうちの 1 名に対しては、生分解性マルチフィ

ルムを使用したカボチャ栽培終了後に酵素剤をフィルム表面に散布し、散布後に農業

者が行う鋤き込み作業における酵素剤の効果について聞き取り調査を行った。 

また、神奈川県内の 12 の農協(JA)を対象に、廃プラスチックの処理、生分解性マル

チフィルムの導入状況および課題に関するアンケート調査を実施した(第 33 図)。 

 

2-2 新規素材生分解性マルチフィルムを供試したダイコン栽培試験 

神奈川県農業技術センターの露地圃場に新規素材を配合した試作フィルムほかを展

張し、令和元年 9 月 18 日にダイコンを播種、11 月 29 日に収穫物調査を行った(第 34

図)。試験区の全ての収穫が終了した 12 月 24 日に酵素剤をフィルム表面に散布した。

分解の程度を調査するため、12 月 25 日に回収したフィルムのサンプルを農研機構へ

送付し、実施項目 2 2-2 に供した。 
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3. 結果および考察 

3-1 農業者等への聞き取りおよびアンケート調査 

農業者を対象に聞き取り調査を実施したところ、生分解性マルチフィルムの導入理

由として生分解性を持たないマルチフィルムの回収時の労力を削減することが挙げら

れた。生分解性マルチフィルムを利用する上での課題として、栽培期間中の崩壊、鋤き

込み後の分解程度の不均一性、汎用のマルチフィルムに対して価格が高いことが挙げ

られた。また、酵素剤の散布後に土壌への鋤き込み作業を行った農業者は、生分解性マ

ルチフィルムの鋤き込み時のロータリー部分への絡まり程度や鋤き込み後の圃場表面

への露出程度が少ないように感じたとのことであった。 

農協に対するアンケート調査については、回答を受けて集計を行っている。 

 

3-2 新規素材生分解性マルチフィルムを供試したダイコン栽培試験 

新規素材を配合した試作フィルムを供試したダイコン栽培における収穫物の根重は、

新規素材を含む配合 e で PE 製マルチフィルムと同等、配合 a は小さかった(第 34 図、

第 5 表)。栽培終了後の酵素剤処理による試作フィルムの分解程度の測定結果は、実施

項目 2 3-3 に示した。 

 

4. 実証試験の拡充のための取組 

次年度以降に、新規素材を用いたマルチフィルムと酵素剤の処理の実証試験、およ

び LCA と経済性評価の情報収集のための事例を増やし、また全国各地の農業事業者に

情報を広げていくために、共同実施者を加えることを前提とした活動を行った。 

茨城県農業総合センター、山梨県総合農業技術センター、および三菱ケミカルアグリ

ドリーム(株)は、既に生分解性マルチフィルムの導入や製造を手掛けており、令和 2

年度からの本事業へ参加の意向であった。後者は、生分解性マルチフィルム製造のた

めの配合やフィルムの製造、販売を行っている企業である。また、全国農業協同組合

連合会(以下、全農)、および八ヶ岳中央農業実践大学校も、生分解性マルチフィルム

の効用とその課題について理解されており、今後の開発や普及の面で、適宜協力を頂

くこととなった。 
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第 5 章 ライフサイクル検証・評価 

1. 検討の概要 

持続可能な循環型社会の構築を目指し、本事業の開発で得られる新規素材の社会実

装を進めていくためには、素材の生産から農作業の終了、素材の最終処理に至るまで

の環境負荷と経済性の解析に関する情報を集積の上で総合的な評価を行い、利用者お

よび社会一般に情報提供していくことが求められる。 

また、今後の環境保全と産業振興のバランスを考える上で、生分解性かつ植物資源

由来の新規素材を用いた農業生産の広がりが、ライフサイクル全体を対象とした場合

に環境と社会にどのような影響を及ぼすかを、例えば枯渇型エネルギーの使用、エネ

ルギー由来の温室効果ガスの発生といった各種環境負荷を指標として明らかにしてお

く必要がある。 

新規素材を用いたフィルムを実際の利用および最終処理に近い条件で実証試験を行

うことにより、生分解性農業用フィルム製品のライフの最後までを想定した評価を行

ってその有効性を示す。加えて、新規素材と酵素剤の組合せの普及を目指して、本事業

が終了後速やかに一般生産者の圃場で生産性評価が行えるよう、生分解性のマルチフ

ィルムが効果を発揮すると想定される多様な地域の試験場を計画的に実証試験に加え、

評価情報の集積と共有を進めていく。これらの情報を基に、この新たな農業生産シス

テムのリサイクル性、CO2放出削減効果、および経済性に関わる評価を行う。 

本年度は、上述する実証試験から得られる情報を基に行う LCA と経済性評価の準備

として、過去の生分解性マルチを対象とした LCA の結果や種々の経済性評価の手法を

解析し、評価結果へ影響を与える重要因子やその前提の置き方を明らかにし、実施す

べき評価前提を含む手法をまとめる。また、LCA および経済性評価に必要な実証試験か

らの情報の収集方法についての検討を行う。 

 

2. 材料および手法 

2-1 生分解性かつバイオマスプラスチックに関する LCA の先行事例調査、解析 

マルチフィルムの LCA の手法検討のため、欧州におけるマルチフィルムを対象とし

た LCA のケーススタディ事例を調査した。これらのケーススタディについて、主に機

能単位の設定、システム境界の設定、ライフサイクルシナリオ(以下、LC シナリオ)設

定、最終処分法、使用データ、データ収集方法等の情報を収集し、整理した。 
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2-1-1 調査対象のケーススタディ事例 

調査した事例は、以下の 3 種とした。 

 

【事例 A】JRC TECHNICAL REPORTS, “Environmental sustainability assessment 

comparing through the means of lifecycle assessment the potential 

environmental impacts of the use of alternative feedstock (biomass, 

recycled plastics, CO2) for plastic articles in comparison to using 

current feedstock (oil and gas)”, Draft report for stakeholder 

consultation(part1)および (Part2)103-138, Dec. 19. 2018, Joint 

Research Center 

【事例 B】“Environmental impact assessments of innovative bio-based product, 

Task 1 of “Study on Support to R&I Policy in the Area of Bio-

based Products and Services”, Dec 2018, COWI A/S and Utrecht 

University 

【事例 C】“Assessing the environmental performance and ecotoxicity effects 

of biodegradable mulch films”, Francesco Razza, Fernanda Farachi, 

Maurizio Tosin, Francesco Degli Innocent2, Sara Guerrini (2010), 

VIIth international conference on life cycle assessment in the 

agri-food sector, Bari, pp 22–24 

 

2-1-2 評価したマルチフィルム 

三つの事例とも、LDPE 製を従来品として評価していた(第 6 表)。事例 B では、主な

製造企業 2 社の、それぞれ原料の異なる生分解性マルチフィルムのインベントリ分析

を行い、この結果を各マルチフィルムの売上比により加重平均して、ヨーロッパ市場

の平均的な生分解性マルチフィルムの評価としていた。 

 

2-1-3 機能単位の設定 

機能単位は、事例 A、B、C 共に、「1 ヘクタール(10,000m2)の圃場のマルチング」と

していた。被覆面積すなわちマルチフィルム使用面積は、全て 6,000m2 となっていた。

この根拠は、ヨーロッパの圃場面積当たりのマルチング表面積の平均値としていた。

マルチフィルムの厚みは素材により異なるため、機能単位当たりの重量は素材により

異なり、LDPE 製は生分解性マルチの 2～3 倍の重量となっていた。緒元の情報源は、事

例 A では、従来品のマルチフィルムを文献値 24、25)から、生分解性マルチフィルムを製
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造企業からの情報 26、27)から収集した。事例 B では、マルチフィルム製造企業からの聞

き取りを行っていた。事例 C は、自社製造のマルチフィルムを評価対象としており、

緒元は自社品のデータであった(第 7 表)。 

 

2-1-4 システム境界の設定 

3 事例とも、システム境界は原料生産から最終処分までとしているが、マルチフィル

ムの使用段階の取扱いについては、事例ごとに異なっていた(第 8 表)。事例 A、B では、

フィルムの使用段階は LDPE 製と生分解性のマルチフィルムに大きな差がないと判断

し、評価対象から省いていた。事例 A では、マルチフィルム製造時に用いる添加剤は

情報不足のため評価していなかった。（第 35 図～第 37 図） 

 

2-1-5 LC シナリオ設定 

各事例の評価対象マルチフィルムの LC シナリオは、事例 A、B がヨーロッパの代表

的なライフサイクルを、C がマルチフィルム製造については、実施者による情報収集に

基づき、使用以降はイタリアの代表的なシナリオとなっていた(第 9 表)。 

 

2-1-6 最終処分法 

最終処分のシナリオ（第 10 表参照）については、事例 A では CEN TR 16957(2016)28)

を、B では EASTECH29)を参照し、ヨーロッパの平均的な農業用プラスチックの処分方法

を想定していた。事例 C では、イタリアの農業用プラスチックの処分方法を想定して、

文献値 30、31)を参照していた。事例 A では、生分解性マルチフィルムの土壌分解につい

て、生分解性マルチフィルムの規格である EU17033 の規格を想定していた。事例 B で

は、LDPE 製マルチフィルムの回収時に、フィルム重量に対して 10%の汚れの付着を想

定して評価していた。 

なお、事例 A、C では LDPE 製マルチフィルムの最終処分方法を焼却、埋立て、リサ

イクルの単一法にした場合の変動についても検討していた。 
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2-1-7 使用データ、データ収集方法 

ライフサイクルインベントリ用のデータは、LCA 用データベース、文献値、およびマ

ルチフィルム製造企業の 1 次データから収集されていた。事例 C は、生分解性プラス

チック MaterBi の製造企業による自社製品の評価のため、cradle to gate の考え方で

生分解性マルチフィルム製造までの評価を自社データ収集により実施していた。バッ

クグラウンドデータは、事例 A では、欧州環境フットプリント用の EF-compliant 

dataset と Thinkstep 社が開発している LCA 用ソフトウェア GaBi のデータベースを、

事例 B では、欧州の ecoinvent プロジェクトの LCA 用データベース ecoinvent3.3 を使

用していた(第 11 表)。事例 C については、バックグラウンドデータのデータ源につい

ての記載が見られなかった。 

 

2-1-8 環境影響評価法 

各事例の環境影響評価項目と方法について、事例 A、Bの評価方法は類似しているが、

C は LCA 実施時期がかなり異なっており、評価領域・手法共にかなり異なっていた(第

12 表)。 

 

2-1-9 各ケーススタディの評価結果概要 

ここでは、各事例の気候変動(以下、GWP)の評価結果をまとめた(第 13 表)。事例 B、

C のバイオマス由来生分解性マルチフィルムは、デンプンベースコポリマーに分類し

た。事例 A、B の GWP 評価手法は同じであるが、事例 C は異なっており、事例 A、B に

比べメタンガスを過小評価することになる脚注 1。どの事例でも、デンプンベースの生分

解性マルチフィルムは、LDPE 製マルチフィルムに比べ、ライフサイクルでの温室効果

ガス排出が少ない傾向となった。事例 A では、2 種の生分解性マルチフィルムを評価し

ており、トウモロコシから製造された PLA をマルチフィルムに使用した場合は、LDPE

製マルチフィルムに対する優位性はほとんど見られないという結果となった。このマ

ルチフィルムは、再生 PE を使うマルチフィルムよりも GWP が高くなる結果となった。 

また、同じ LDPE 製マルチフィルムの評価結果は、三つの事例で異なっていた。特に

事例 C の LDPE 製マルチフィルムは、他の二つの事例のものとの重量、最終処分方法、

GWP の算出方法が異なるなど、素材以外の違いが多々あるため、結果の差には様々な要

因が考えられる。事例 A と B の LDPE 製マルチフィルムは、重量の差が小さく、処分方

                                                      
1 IPCC201332)の GWP100 の評価方法では、メタンガスの係数がバイオ由来で 34、化石由来で 36.5 となっている

が、IPCC2007 では、この係数は 25 である。 
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法もほぼ同じシナリオであるが、インベントリ分析に使用するデータが異なるため、

結果が 3 割ほど異なったものと思われる。 

事例 A と B の評価結果より、デンプンベースの生分解性マルチフィルムの各ライフ

サイクルステージの GWP を図に示した(第 38 図)。事例 A では、バイオマス原料の生

産、CO2吸収はポリマー製造に、生分解により排出される温室効果ガスは処分ステージ

に含まれて評価されていた。事例 B ではポリマー製造はマルチフィルム製造に含まれ

ていた。最も寄与が高いのは、事例 A ではポリマー製造、事例 B ではポリマー製造を

含むマルチフィルム製造であった。事例 B の結果では、バイオマス原料の生産による

寄与は 5%となっていた。これらの結果より、最も GWP に影響を及ぼすプロセスは、ポ

リマー製造である可能性が示唆された。事例 B では、土地利用変化の寄与は 8%程度を

占めることが示唆された。一方、事例 A では、土地利用変化の影響がほぼ見られない

結果となっていた。 

 

2-2. 農業関係 LCA の基本情報収集 

製造されたマルチフィルムの使用段階である農業生産システムを対象として、LCA を

実行するために必要となるデータ収集を開始した。 

 

2-2-1 想定される農業生産システムにおける投入・産出情報 

本事業で対象とする生分解性バイオマスプラスチックのマルチフィルムを用いた農

業生産システムと慣行の LDPE製マルチフィルムを用いた農業生産システムを LCAと経

済的評価によって比較する際に必要となる情報として、まず、標準的な農業経営を想

定して各県においてまとめられているデータを収集した。これは、「農業経営指標」、

「投入産出指標」等の名称で呼ばれており(以下、農業経営指標)、生産費等の金銭情

報に加え、収量、作業時間、投入財に関する物量情報を含む。前者の金銭情報は、本事

業における経済性評価に、後者の物量情報は LCA に活用できると考えられたため、こ

れらのデータにより、評価対象システムの構築に着手した。 

農業経営指標に含まれる関連項目は、投入資材、農薬、農作業名などそれぞれ細分類

された項目と金額、物量が記載される(第 14 表)。データ公開の程度は、県により異な

るが、肥料や農薬の種類が特定できる場合も多い。 

本年度は、評価対象となる農業生産システムが所在する県、すなわち本事業におけ

る現地実証圃場が立地する県である神奈川県から、農業経営指標を入手した。また山

梨県および茨城県の試験機関からも同様の情報の提供を受けた。それらを用いて、マ

ルチフィルムの使用に関する情報の記載状況を確認した(第 15 表)。農業経営指標の例



 

33 

を第 39、40 図に示す 33)。 

 

2-2-2 農業生産システムからの GHG 排出量の概算 

農業生産システムからの温室効果ガス(greenhouse gas、以下、GHG)排出量を、簡易

推計プログラム「SimpleAgriLCA-Veg-1.0」34)を用いて求めた。入力ワークシートに農

業経営指標から得られるデータを入力することにより、GHG 排出量を推計した。入力す

るデータのうち、エネルギー関係に該当するものは、「機械作業・ハウス管理」という

項目に振り分けられており、農業経営指標にある光熱動力費に相当する。また、この項

目の LCA 用のバックグラウンドデータは、地球温暖化対策の推進に関する法律に基づ

く温室効果ガス排出量算定・報告・公表制度 35)で定められた係数としており、この係

数を使用することでエネルギー起源の CO2排出量を分類して算出することができる。 

2-2-1 で示した農業経営指標のサンプルのデータの一つを使って、SimpleAgriLCA-

Veg-1.0 により、農業生産について、温室効果ガス排出の LCA を行った(第 16 表、第

41 図)。なお、使用したマルチフィルムは、従来型の化石資源由来のマルチフィルムで

あり、10a 当たりの推定マルチ使用量は 360～390m2、重量 6.5～7.8kg である。 

最も寄与の大きいものは、機械・肥料等の製造時の CO2排出であった。マルチフィル

ムの製造を含めない場合、この寄与率が 75%、マルチフィルムを含めると 79%であった。 

エネルギー由来の CO2は圃場 10a 当たり 91.6kg で、その寄与率は 19%となった。 

 

2-2-3 農業生産システムの経済性評価 

農業生産システムの経済性は、農業経営指標を用いて評価することができる。以下

にその基本的な考え方を示す。農業生産システムは農業生産物を得ることを目的とし

ており、その価値を金額換算すると「時間当たりの所得」と整理することができる。 

 

「時間当たりの所得」＝「総所得」／「総労役時間」 

 

ここで、「総所得」は、「収益」つまり農業生産物の市場価格から、農業生産に関わる

各種経費を差し引いたものである。従来型マルチフィルムから生分解性マルチフィル

ムへの転換には、マルチフィルム購入の経費の変動を生むだけでなく、マルチフィル

ム除去作業の短縮による労役時間の削減や機械作業エネルギーの削減による経費の削

減も起こり得る。 

 

「時間当たりの所得」＝（「収益」－「経費」）／「総労役時間」 
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もう一つの経済性の評価法には、投入経費に対してどれだけ所得が得られたかとい

う「所得率」を見るものがある。 

 

「所得率」＝「総所得」／「経費」 

 

本事業では、生分解性マルチを使用した農業生産システムについて、農業経営指標

が現実の農業生産と整合していれば、上述する手法により経済性評価を行うことが可

能である。 

さらに、従来型マルチフィルム使用による農業生産との環境性と経済性の二軸を加

味した比較のための指標として、環境負荷当たりの経済価値を示す「環境効率」を求め

ることも可能である。 

 

「環境効率」＝「時間当たりの所得」／「環境負荷」 

 

具体的に農業経営指標から経済性評価に関わる情報を用いる例として、2-2-2 に示

した神奈川県農業技術センターのダイコン春まきマルチ栽培の農業経営指標(第 39図、

第 40 図)の関係する項目を抽出し、経済性評価の各項目を試算した(第 17 表)。 

 

3. 結果および考察 

3-1 生分解性かつバイオマスプラスチックに関する LCA 手法の検討 

本年度のマルチフィルムに関する LCA ケーススタディ調査により、本事業で実施す

る LCA 評価の手法について、以下の知見を得た。 

 

i.ベースラインについて 

3 種の事例を調査したところ、いずれも従来型マルチフィルムとして LDPE 製を評価

し、生分解性との影響を比較していた。LDPE 製は現在でも一般的に利用されているマ

ルチフィルムであり、ベースラインとして適当なものであると考えられる。 

 

ii.機能単位の設定 

マルチフィルムの機能単位は 3 種の事例とも、1 ヘクタール当たりのマルチング、こ

れに対するマルチフィルムの表面積を 6,000m2としていた。本事業では、圃場面積当た
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りの標準的なマルチング表面積を把握する情報がないため、圃場面積を機能単位とす

るのは困難である。よって、まずはマルチフィルムの単位面積を機能単位として評価

を進めることが妥当であると考えられる。 

 

iii.システム境界の設定 

いずれの事例も、マルチフィルムの製造から最終処分までをシステム境界としてい

るが、マルチフィルムの使用については、事例 A はマルチフィルム回収のみ、B は評価

外、C はマルチフィルムの展張と回収のみを評価していた。また、事例 A、B で使用さ

れるデータベースは、資本財の評価も入れており、すなわち直接投入される原料やユ

ーティリティーだけでなく、設備や機械の評価もされている。本事業では、評価目的で

あるベースラインとの差異を明確にする上で、これらの評価結果に寄与するインパク

トを考慮しつつ、適切なシステム境界を検討する必要がある。 

 

vi.LC シナリオ設定 

事例 A、B では、ヨーロッパの標準的なマルチフィルムの使用方法を評価するという

目的で、シナリオ設定には、様々な標準値を使用していた。事例 C では、自社製造の

生分解性マルチフィルムを評価するために、製造についての 1 次データを収集してシ

ナリオ設定を行っていた。また、マルチフィルムの使用については、システム境界に入

れる場合も、詳細なシナリオは設定されなかった。本事業では、1 次データ収集により、

2 種のマルチフィルムの使用時の差の有無についても検討を入れる。 

 

vi.最終処分法 

各事例とも、従来型マルチフィルムの最終処分については、標準的な処分方法を考

慮して、評価していた。処分方法については、不確実な要素が多々存在するため、国内

における標準的な処分法の調査、検討とともに、処分方法の変動による感度分析をす

ることが妥当であると思われる。 

 

vii.使用データ、データ収集方法 

事例 C は、自社製マルチフィルムの評価を行っていたため、製造プロセスまでのデ

ータを 1 次データ収集により評価していた。他の事例は、ヨーロッパの標準的なマル

チフィルムのライフサイクルを評価することを目指し、できる限りヨーロッパの平均

的なデータを収集し、文献値等で補充していた。バックグラウンドデータも、ヨーロッ

パの平均的データが得られるデータベースを使用している。本事業では、事業内で実
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施されるプロセス、すなわちマルチフィルム製造、使用等の 1 次データの収集を行い、

その上流、下流については、供給元のデータの入手、地理的妥当性のあるデータベース

を使用することが適切であると考える。 

 

viii.評価結果へ影響を与える重要因子 

事例 A、B の評価結果によれば、温室効果ガスに関しては、バイオマス原料を含むマ

ルチフィルムの製造がライフサイクルでの影響に大きな寄与を示す可能性が示唆され

た。しかし、この内容が十分に示されていなかった。また、土地利用変化を含めたバイ

オマス原料の影響も 10%程度の寄与を示す可能性がある。次年度は、1 次データの収集

を通して、これらの寄与を検討したい。 

 

3-2 マルチフィルムを用いた農業生産システムの LCA のための情報収集方法 

生分解性バイオマスプラスチックマルチフィルムを導入すると想定される農業生産

システムの LCA および経済性評価を行うための基礎資料として、金銭および物量情報

を含む農業経営指標等の名称で公開されている会計情報が活用できることが確認でき

た。これらの情報を用いた簡易 LCA を実施することにより、GHG 排出量に占めるマルチ

フィルム製造に起因する負荷の割合等も確認できた。 

次年度には、実証実験を行う圃場において実際に生分解性バイオマスプラスチック

を用いたマルチフィルムが活用可能であることを確認した上で、実際の栽培シナリオ

とより整合的なデータを収集する。とりわけ、従来のマルチフィルムを使った場合の

栽培と異なる場面、作業、例えば収穫後のマルチフィルムの処理作業等においては、作

業時間や物財投入に関する詳細なデータ収集を行う。調査方法としては、生分解性バ

イオマスプラスチックマルチフィルムを導入すると想定される農業経営者、関連する

農業普及、研究機関等からの聞き取り調査、並びに実証圃場等での計測調査を実施す

る。 

LCA については、生分解性バイオマスプラスチックマルチフィルム、既往のプラスチ

ックマルチフィルムの製造プロセス、並びにプラスチックマルチフィルムの廃棄プロ

セスのインベントリデータと接続し、評価対象システムのシナリオと整合的な LCA の

実施に取り組む。 

また、経済性評価については、2-2-3 の手法を基盤として、令和 2 年度以降、農業経

営指標に農業関係の試験研究、普及機関、農業生産者からの情報を加味しつつ取り進

めることとした。  
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3-3 予備的検討の結果 

予備的検討として、3－1、2 に先立ち PTTMCC が行った PBS 製造の LCA(非公開)、お

よび農業用生分解性資材普及会が行ったマルチフィルムの製造と廃棄に関する調査

(非公開)の情報を用い、一般社団法人産業環境管理協会および大学等の協力を得て CO2

排出量を概算したところ、 

 原料の製造からフィルムの製造に至るまでに； 

PE 製のマルチフィルムの場合 3.2kg-CO2/kg-製品、 

BioPBS を用いた生分解性バイオマスプラスチックマルチフィルムの場合

2.3kg。 

 うちエネルギー起源 CO2排出量が； 

PE 製マルチで 1.2kg、 

BioPBS マルチで 0.7kg。 

 マルチフィルムとしての使用を終えた後廃フィルムの輸送における排出量が； 

PE 製マルチで 1.0kg、 

BioPBS マルチは回収不要で 0kg。 

 全量を焼却あるいは分解させた場合； 

 BioPBS マルチは 0.7kg が植物が固定した炭素量に当たる CO2量となる。 

 CO2の総排出量は； 

PE 製マルチで 4.2kg、 

BioPBS マルチで植物が固定した CO2量を引いた場合 1.60kg。 

 総排出量のうちエネルギー由来は； 

PE 製マルチで 2.2kg、 

BioPBS マルチは 0.7kg。 

となった。序章 1-2 に述べたマイルストーンを達成できれば、2022 年には 6,000 トン、

2025年には 15,000トン、2030年に 30,000トンのエネルギー由来の CO2が削減できる。

なお、この検討ではマルチフィルムを用いた栽培の準備から終了までの CO2排出量につ

いて二つのケースの比較が十分でなく、また、植物由来の原料からの化学品製造、

BioPBS の製造やフィルムの製造プロセスが改良されているため、本事業で情報を更新

したい。 
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参考 1 本事業に関わる共同実施者等との打合せ記録 

本事業の実施に当たっては、第 2 図に示す体制で実施し、必要に応じて実施者間で

打合せを行った。 

 

日時：令和元年 7 月 19 日 

場所：農研機構会議室 

参加者：三菱ケミカル、農研機構 

目的と成果：事業運営方針の確認。三菱ケミカルと共同実施者の実施内容を調整。特

に試料のやり取りがある場合について。 

 

日時：令和元年 7 月 24 日 

場所：三菱ケミカル会議室 

参加者：三菱ケミカル、農研機構 

目的と成果：LCA および経済性評価取り進め方針の議論。基本方針と実施体制の決

定。農業に関する調査、評価項目での農研機構の貢献の可能性を明確化。 

 

日時：令和元年 7 月 29 日 

場所：農研機構会議室 

参加者：三菱ケミカル、農研機構、神奈川県農業技術センター、静岡県立大 

目的と成果：実務者打合せ。全体の進め方とスケジュールの共有。 

 

日時：令和元年 8 月 8 日 

場所：茨城県つくば市 

参加者：農研機構、農林水産省、三菱ケミカルほか 

目的と成果：カゴメ㈱委託農業事業者による生分解性マルチフィルムの使用状況視

察。トマトの収穫と生分解性マルチフィルムの取扱いを確認。 

 

日時：令和元年 8 月 23 日 

場所：三菱ケミカル会議室 

参加者：三菱ケミカル、農研機構、分析機器会社 

目的と成果：生分解性の機構解明に向けた分析業務の方針議論。スケジュールの確

認。 

 

日時：令和元年 8 月 29 日 

場所：三菱ケミカル会議室 

参加者：三菱ケミカル、化学品製造会社 

目的と成果：安定同位体標識化合物の製造についての打合せ。製造の可能性、納期の

確認。 

 

日時：令和元年 9 月 20 日 

場所：農研機構会議室、茨城県農業総合センター 

参加者：農研機構、三菱ケミカル、茨城県 

目的と成果：茨城県の生分解性マルチフィルム導入の実態調査。情報収集と茨城県の

来期からの事業参加を打診。 
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日時：令和元年 10 月 1 日 

場所：農研機構会議室、茨城県つくば市 

参加者：農研機構、三菱ケミカル 

目的と成果：圃場試験、農業事業者の視察、および LCA 関連の調整打合せ。農環研圃

場での試験進捗の確認、茨城県内農業事業者の生分解性マルチフィルム利用状況の視

察。LCA 用情報収集の項目確認。 

 

日時：令和元年 10 月 1 日 

場所：三菱ケミカル会議室 

参加者：三菱ケミカル、農研機構、分析機器会社 

目的と成果：生分解性の機構解明に向けた分析業務の実施計画確認。試料の種類と分

析項目の確認。 

 

日時：令和元年 10 月 15 日 

場所：三菱ケミカル会議室 

参加者：三菱ケミカル 

目的と成果：LCA および経済性評価関連打合せ。フィルム製造に関わる情報の入手に

ついて議論。 

 

日時：令和元年 10 月 16 日 

場所：分析機器会社会議室 

参加者：三菱ケミカル、分析機器会社、分析受託会社 

目的と成果：分析業務取り進め基本的スケジュール確認。 

 

日時：令和元年 10 月 24 日 

場所：三菱ケミカル会議室 

参加者：三菱ケミカル、農研機構、神奈川県農業技術センター 

目的と成果：全体打合せ。成果報告および現地視察の進め方確認。茨城県と山梨県が

公開情報部分のみオブザーバー参加。 

 

日時：令和元年 10 月 31 日 

場所：農研機構会議室および農環研 

参加者：環境省、三菱ケミカル、農研機構、神奈川県農業技術センター、事務局 

目的と成果：現地視察会。7～10 月の成果報告および圃場視察。今後の取り進め方の

議論。 

 

日時：令和元年 11 月 18 日 

場所：農研機構会議室 

参加者：農林水産省、農研機構、三菱ケミカル 

目的と成果：分析業務詳細打合せ。分析項目確定、スケジュールと報告方法の議論。 

 

日時：令和元年 12 月 4，5 日 

場所：分析機器会社会議室、分析受託会社会議室 

参加者：農研機構、三菱ケミカル、分析機器会社、分析受託会社 

目的と成果：環境省事業に関する聞き取り。事業概要説明と普及に向けた取組依頼。 

 

日時：令和元年 12 月 12 日 

場所：新東京ビル会議室 
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参加者：環境省、三菱ケミカル、農研機構、神奈川県農業技術センター、事務局 

目的と成果：中間検討会。7～12 月の成果報告および今後の取り進め方の議論。 

 

日時：令和 2 年 1 月 10 日 

場所：全農会議室 

参加者：全農、三菱ケミカル 

目的と成果：全農における生分解性マルチフィルム普及の取組調査。試験機関にて実

績有り。 

 

日時：令和 2 年 1 月 10 日 

場所：三菱ケミカル会議室 

参加者：三菱ケミカル、農研機構、神奈川県農業技術センター、茨城県、山梨県 

目的と成果：令和 2 年度実証試験準備打合せ。作付け計画および必要なマルチフィル

ムの議論。 

 

日時：令和 2 年 1 月 21 日 

場所：三菱ケミカル会議室 

参加者：三菱ケミカル、三菱ケミカルアグリドリーム 

目的と成果：令和 2 年度からの参加可否。事業内容の説明および三菱ケミカルアグリ

ドリームの業務案提示。参加の方向で手続を開始。 

 

日時：令和 2 年 1 月 27 日 

場所：山梨県総合農業技術センター甲府および高地試験地 

参加者：山梨県、農研機構、三菱ケミカル 

目的と成果：山梨県の生分解性マルチフィルム導入の実態調査。情報収集と山梨県の

来期からの事業計画を確認。 

 

日時：令和 2 年 1 月 27 日 

場所：八ヶ岳中央農業実践大学校 

参加者：八ヶ岳中央農業実践大学校、農研機構、三菱ケミカル 

目的と成果：長野県、山梨県高地の生分解性マルチフィルム導入の実態調査。 

 

日時：令和 2 年 2 月 10 日 

場所：新東京ビル会議室 

参加者：環境省、三菱ケミカル、農研機構、神奈川県農業技術センター、事務局 

目的と成果：最終検討会。7～2 月の成果報告および来期の取り進め方の議論。 

 

日時：令和 2 年 2 月 18 日 

場所：農研機構会議室 

参加者：農研機構、三菱ケミカルアグリドリーム、三菱ケミカル 

目的と成果：令和 2 年度の取り進め方確認。農研機構の活動紹介および来期の試験概

要議論。 

 

日時：令和 2 年 2 月 18 日 

場所：三菱ケミカル会議室 

参加者：三菱ケミカル、農研機構 

目的と成果：令和元年度 LCA および経済性評価の成果まとめおよび令和 2 年度取り進

め確認。 
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日時：令和 2 年 2 月 20 日 

場所：三菱ケミカル四日市事業所会議室、分析受託会社会議室 

参加者：三菱ケミカル、農研機構 

目的と成果：樹脂の製造および加工に関する農研機構研究員による視察、安定同位体

利用の樹脂試作打合せ、分析業務進捗確認。 

 

日時：令和 2 年 2 月 25 日 

場所：神奈川県農業技術センター 

参加者：神奈川県農業技術センター、三菱ケミカル 

目的と成果：神奈川県における生分解性マルチフィルム普及の取組調査。来期の試験

計画確認。 

 

日時：令和 2 年 2 月 25 日 

場所：全農営農・技術センター 

参加者：全農、三菱ケミカル 

目的と成果：全農における生分解性マルチフィルム普及の取組調査。評価の実績有

り。 

 

日時：令和 2 年 3 月 10 日 

場所：宮崎県経済連、宮崎県立農業大学校 

参加者：宮崎県経済連、神奈川県農業技術センター、三菱ケミカル、三菱ケミカルア

グリドリーム 

目的と成果：宮崎県における生分解性マルチフィルム普及の取組調査。応用可能場面

と課題確認。 
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